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「公共サービス」を提供する担い手として,NPOへの重要性が増し,NPOの活動が活性化してきている.

こうした中で,NPOが社会への要請に十分に応えていくためには,NPOの財源力と自律性が課題となってい

る.このような状況下で, NPO等が地域の課題解決に取り組む公益活動に対して,市民から寄付金を集め,

その寄付金を助成する仲介組織としての市民ファンドへの重要性が高まってきている.本研究では,全国の

市民ファンドを対象にアンケート調査を実施し,市民ファンドの運営実態と課題を分析した.その結果,市

民ファンドを運営していく上での基本的スキームや寄付金を集めるための助成プログラム,助成した団体

の事業分野,市民ファンドを運営していく上での解決したい課題等について定量的に明らかにした. 

 

     Key Words : citizen fond,management actual condition,issues of organization management 
 

 

1. はじめに 
 

(1)研究の背景と目的 

 市民のニーズが多様化,高度化してきている中で,行政

中心の公共サービスだけでは制度的,財政的にも対応が

厳しくなってきている.こうした中で,特定非営利活動促

進法が1998年に施行され,それ以降,特定非営利活動法人

数（以下NPO）は増加を続け,社会的な課題解決に向け

ての市民活動は,着実に存在価値を高めてきている.一

方,2010年6月には,「新しい公共」1）円卓会議がとりま

とめた「新しい公共」宣言では,「官」だけでは実施で

きなかった領域において,市民,NPO,企業などが公的な

財やサービスの提供に関わっていくための方策が提案さ

れた.これにより,NPOは,以前にも増して,「公共サービ

ス」を提供する担い手としての重要性が増してきている.

こうした中で,NPOが社会の要請に十分に応えていくた

めには,NPOの財源力と自立性が課題となっている.2)ま

た,NPO等の活動基盤や寄付募集を支援するための「新

しい公共の支援事業」が2010年に実施され,その取組事

例に関する調査報告書3)では,NPO等の自立的かつ継続的

な活動には,資金調達を支援するための寄付を促進させ

る取り組みが重要であると指摘されている.しかし,内閣

府の特定非営利活動法人の実態調査4）では,NPOに寄付

した人は,寄付をした相手の全体の10%と少なく,依然と

してNPOへの寄付が広がっていない現状が見受けられる.

今後,「新しい公共」の担い手としてのNPO等に期待が

高まっていく中で,NPO等が地域課題の解決に向けて取

り組む市民公益活動に対して,市民から寄付金を集め,そ

の寄付金を助成する仲介組織としての市民ファンドへの

重要性が高まってきている. 

本研究での「市民ファンド」とは,市民が公益的・社

会的な事業や活動を支援するためにお金を拠出して形成

した営利を目的としない基金を「社会的課題」の解決に

向けて自主的に行われるNPO等の活動に助成し,市民主

体で運営している組織と定義する.また,市民からの出資

金による太陽光及び風力などの自然エネルギー系の市民

ファンドやNPOバンクについては,本研究においての市

民ファンドには含まない. 

共助社会づくり懇談会資金面に関する課題WG5)では,

小規模のNPOや事業の安定化までの運営期においては,

市民ファンドの助成機能の果たす役割は大きく,また,地

域内の市民参加の機会の拡大や資金循環にも繋がり,市

民ファンドへの果たす役割は,大きいと指摘されている

ものの,その市民ファンドの運営実態は明らかにされて

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 1013

138



 

 

いない.このような問題意識のもと,市民ファンドが,ど

のような基本的スキームで運営され,市民からどのよう

な助成プログラムで寄付金を集め,その寄付金をどのよ

うな事業分野の団体に助成しているのか.その運営実態

と,事業活動していく上での運営上の解決したい課題を

明らかにすることが,今後の市民ファンド機能の促進策

を検討していく上で極めて重要である. 

そこで,本研究では,全国に展開している市民ファンド

を対象に,アンケート調査を通じて,市民ファンド運営の

基本的スキームや寄付金を集めるための助成プログラム,

助成した団体の事業分野等の実態を明らかにする.また,

事例分析から整理された課題をもとに定量的に課題を検

証し,今後の市民ファンドの新たな社会システムの構築

に向けた仕組みづくりを検討していく上での有益な知見

を得ることを研究目的とする. 

 

(2)研究対象と方法 

 まず第 2章では,本研究の位置付けを述べ,第 3章では

事例分析による課題を整理し,第 4 章でアンケート調査

概要と市民ファンドの基本属性を示す.第 5章では,単純

集計及びクロス集計により,市民ファンド運営の基本的

スキームや寄付金を集めるための助成プログラム,助成

した団体の事業分野についての実態を分析する.第 6 章

では,市民ファンドが事業活動を行っていく上で,解決し

たい課題を分析し,あわせて,基本的スキームの特徴の違

いによる課題も分析する.最後の第 7章では,まとめとし

て本研究で得られた知見を要約するとともに,今後の課

題を述べる. 

 

 

2. 本研究の位置付け 

 

市民ファンドに関連する研究には,世田谷のまちづく

りファンドを事例として,助成事業の活動実態や支援シ

ステムのあり方を明らかにした研究 6）7）8）がある.これ

らの研究では,公的セクターを母体として運営している

まちづくりファンドを対象に,管理運営の実態を明らか

にしている.また,市民ファンドの役割とその促進策を検

討した研究 9）もあり, 本研究との関連が特に深い先行研

究として位置付けている.この研究では,市民ファンドを

広義に捉え,市民から出資金よる NPOバンクや自然エネ

ルギーファンドも含み定義し,8 団体の市民ファンドを

抽出し,ヒアリングにより市民ファンドの役割や課題を

整理している.また,促進策については,有識者からのヒ

アリングをもとに提案されているもののいくつも課題を

有している.1)本研究で着目している市民ファンド運営

の基本的スキームやどのような助成プログラムで寄付金

を集め,どのような事業分野に助成しているのかなどの

市民ファンドの運営実態は把握されておらず,2)市民フ

ァンドの運用上の解決したい課題や基本的スキームの特

徴に応じた傾向把握等について明らかにされていないな

ど,いくつかの課題を有している.以上を踏まえ,本研究

の特長を以下に示す. 

1）今後, 新たな社会システムを構築する上での市民フ

ァンドの果たす役割が重要であると認識しているにも

関わらず,市民ファンド運営の基本的スキームや寄付

を集めるための助成プロゲラム,助成した団体の事業

分野についての運営実態は明らかにされていない.本

研究では,全国に展開している市民ファンドを対象に,

独自のアンケート調査を実施し,市民ファンド運営の

基本的スキームや寄付を集める助成プログラム,助成

した団体の事業分野等の実態を定量的に把握した. 

2）市民ファンドの運営上の課題については,定量的に明

らかにされた研究はほとんど見当たらない.本研究で

は,複数の事例分析により課題を整理し,アンケート調

査を通じて課題を検証し,あわせて,基本的スキームの

特徴に応じた課題傾向も把握した.これらの課題を把

握することで,今後の市民ファンド機能の促進策を検

討する上での有益な情報を提供できる. 

 
 
3. 事例分析による課題整理 
 
 本研究では,アンケート調査により,市民ファンドの組

織運営上の課題を定量的に分析するため,組織運営上の

課題についての質問項目を抽出した. 

 2でも述べたように,市民ファンドの組織運営上の課題

を抽出した事例としては,市民ファンドの役割とその促

進策を検討した永富らの研究9）及び市民活動の促進のた

めの運営力強化のノウハウ移転調査報告書10）があり,こ

れらの研究を参照して課題を抽出した.永富らの研究9）

では, 8団体の市民ファンドに対して,ヒアリングにより

表-1 事例による課題抽出 

地域づくりにおける市民ファンドの
役割とその促進策の検討

市民活動の促進のための運営力強化
のノウハウ移転調査報告書

【事例による課題抽出】
組織運営上の解決したい課題

①
地域課題の調査やその担い手の情報
不足

地域の抱えている課題及び担い手の情
報不足。

② 団体の知名度が低い。 団体の知名度が低い

③ 寄付金が集まりにくい。 寄付金が獲得できない。
寄付金や会費を調達するためのノウハ
ウ不足

⑤
助成団体の事業や継続性へのサ
ポートができていない。

資金を最大限に活用した事業成果が
生み出すための支援ができていない。

助成団体への事業段階及び事業完了
後のサポートができていない。

⑥
寄付者へのアカウンタビリティが果た
せていない

助成団体の選考から活動成果までの情
報発信不足。

④
団体関係者以外は寄付への関心
が薄い。

寄付者との良好な信頼関係が築けない
寄付者及びボランティア活動者との信頼
関係が築けない

⑦
組織運営の資金が捻出できてな
い。また、行政の関与が強すぎる。

委託事業や助成事業に頼る部分が大
きく、寄付などの自主財源が少ない。

寄付や会費などの自主財源が少ない

⑧
組織運営や地域のコーディネーターと
してのノウハウ不足。

組織運営のノウハウ不足

⑨

⑩
ファンドの経営支援を目的とした行政か
らの助成金や補助金による支援不足

寄付金等の資金調達を担う人材の育
成ができていない。

寄付金などの資金調達を担う人材育成
不足
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課題を整理されている箇所の内,本研究で定義している

市民ファンドに該当するまちづくりファンドAとコミュ

ニティ財団Aの2事例を参考にした. 市民活動の促進のた

めの運営力強化のノウハウ移転調査報告書10）では, 市民

ファンドを運営していく上での会費や寄付の調達に関す

るノウハウ移転についての調査結果をとりまとめたもの

である.市民ファンドとは,地域課題の解決に向けて,市

民が主体的に取り組む市民活動に対し,市民による寄付

や投資に基づく資金仲介組織と定義し,9つの市民コミュ

ニティ財団を選定し, ヒアリング調査を行っている.こ

のヒアリング調査結果の内,事業開始された当初の課題

を整理した箇所を参照した.以上の文献を参照して, 課

題を抽出した結果を表-1に示す.ただし,⑩の課題につい

ては, 市民ファンド機能の促進策を検討する上で,必要

な質問項目として取り上げた. 

 

 

4. アンケート調査概要と団体属性 

 

 市民ファンドの抽出は,内閣府の共助社会づくり資金

面のWGの参考資料5）に基づき41団体を抽出した.また,

都道府県のHPから「市民ファンド」及び「NPO」をキ

ーワードとして検索した結果,13団体を抽出し,あわせて

54団体の市民ファンドを抽出した.この抽出した団体に

対して,市民ファンドとしての活動状況ついて電話で確

認した.その結果,表-2に示すように,活動の休止や他の

市民ファンドへの移管による11団体を除く43団体に対し

てアンケート調査を実施した.また,アンケート調査概要

を表-3に,アンケート調査内容と分析に使用した項目の

略称名を表-4に示す.市民ファンドの法人形態別属性に

ついては図-1に示すとおりである.また,任意団体とは,

法人格を持っていない団体と定義している. 

5．市民ファンドの運営実態 

 

本章では,市民ファンドの運営実態を把握するた

め,1）どのような基本的スキームで運営しているのか

2）どのような助成プロゲラムで寄付を集めているのか

3）集めた寄付金をどのような事業分野に助成している

のかを把握することを目的に分析をする. 

分析方法は,表-4に示すアンケート調査の問4,問8,問12,

問15,問23の項目を用いて,単純集計及びクロス集計によ

り分析する.まず,市民ファンドの基本的スキームについ

ては,永富らの先行研究9）やアンケート調査を実施した

団体のHPで公開されている団体概要等をもとに4つのタ

イプ(1)を設定し,アンケート調査を実施した.アンケート

調査に用いたタイプを図-2に示す. 

 図-3の基本的スキームの単純集計結果を見ると,市民

表-4 アンケート調査内容 
分析項目の略称

①地域課題の調査不足
②団体の知名度低い
③資金調達のノウハウ不足
④寄付者との信頼関係不足
⑤助成団体へのサポート不足
⑥助成団体の情報不足
⑦寄付による財源の不安定
⑧金融機関との連携不足
⑨資金調達の人材の教育不足
⑩助成金の支援不足

問8

問12

問15

問23

質問項目

問１
組織

運営上
の課題

①地域の抱えている課題の調査不足
②団体の知名度が低い
③寄付金や会費を調達するためのノウハウ不足

市民ファンドを運営する上で解決したい課題について当てはまるものをお選びください。（５段階回答：当てはまる、
少し当てはまる、どちらでもない、あまり当てはまらない、当てはまらない）

④寄付者やボランティア活動者との信頼関係が築けない
⑤助成団体への事業段階及び事業完了後のサポートができていない
⑥助成先となるNPO団体等の情報不足

⑩ファンドの経営支援を目的とした行政からの助成金や補助金による支援不足

⑦寄付や会費による財源が安定的に確保できない
⑧地域金融機関や地域企業の連合組織との連携不足
⑨寄付金などの資金調達を担う人材の教育不足

団体の法人形態、ファンドの運営年数、常勤のスタッフ等

平成２７年度の活動決算書に基づき、寄付金全体金額に占める各プログラムの割合を５％単位でお答えください。

平成２７年度の活動決算書に基づき、助成金額全体に占める助成団体の事業分野の割合を５％単位でお答えくだ
さい。

あんたの運営するファンドの基本的スキームとして当てはまるものを１つお選びくさい。
（回答：タイプ１、タイプ２、タイプ３、タイプ４、タイプ５）

問4
あなたの団体はどのような母体のもとで設立されましたか。（回答：①公的セクターが母体となり行政主導のもと設
立②公的セクターば母体となり市民主導のもと③非営利組織が母体となり行政主導のもと④非営利組織が母体と
なり市民主導のもと⑤故人の遺志のもと）

 

  

29% 7% 50% 14%

0% 25% 50% 75% 100%

任意団体
公益財団法人

NPO法人認定NPO

N=14

 

 図-1 法人形態別属性 

 

表-2 市民ファンド団体の抽出 

内閣府WG資料5） 都道府県のHP
抽出サンプルの

合計
アンケート調査対象
のサンプル数

41 13 54 43
 

 

表-3 アンケート調査概要 

調査方法

調査期間

回収率

郵送法

平成28年7月1日～平成28年7月16日

配布部数43団体

団体回収率33%(回収数14団体）

調査項目

1.市民ファンドの運営

2.寄付について

3.助成について

4.市民ファンド機能の促進策について

5.団体自身について

  

64% 7% 21% 7%

0% 25% 50% 75% 100%

タイプ１ タイプ３タイプ２
タイプ４

N=14

 
図-3 タイプ別基本的スキーム 

第 54 回土木計画学研究発表会・講演集

 1015



 

 

や企業からの寄付と団体の事業収入によるタイプ1によ

る運営が全体の6割を占めている.また,基本的スキーム 

と市民ファンドがどのような母体のもとで設立されたの

か,その関連性を問4,問8を用いて分析を行った.その結

果を図-4に示す. 問4での非営利組織とは,NPO法人,協同

組合,商工会議所,財団及び社団法人等を指す. また,市

民主導とは,地域社会を構成する住民とし,企業などの代 

表者が主導し設立された場合についても市民主導と定義

している.クロス集計の結果を見ると,タイプ 1及びタイ

プ 3 では,非営利組織が母体で市民主導で設立された傾

向が高く,タイプ 2及びタイプ 4では,非営利組織か公的

セクターかによる母体の違いはあるものの行政主導によ

り設立されている傾向が高い.このことから,行政からの

出損金や負担金による基本的スキームで運営されている

市民ファンドは,行政主導により市民ファンドが設立さ

れているという特徴を持っていると推察できる. 

 次に,問12,問15により,寄付を集めるために実施した

助成プログラムや助成した団体の事業分野の金額を分析

する.平成27年度の活動決算に基づき,寄付金額全体に占

める各種プログラムの割合や助成金額全体に占める各事

業分野の割合の平均値を求め,その平均値に寄付金総額
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図-4 基本的スキーム別設立母体 

 

     
図-2 基本的スキームのタイプ 
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図-6 事業分野別助成金額 
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図-5 助成プログラム別金額 

表-5 助成プログラム説明 

 

ファンド一任型基金 寄付者がファンドに一任して寄付を集める基金。

事業指定型基金 支援したいと思う事業を指定し寄付を集める基金。

テーマ別基金 ファンド側が解決したいテーマを設定し寄付を集める基金。

冠基金 一定額の寄付金をもとに寄付者がテーマを指定する基金。

ファンドの運営基金 ファンドの運営を支援するための基金。

団体指定基金 団体を指定して寄付を集める基金。

分野指定基金 活動分野を指定して集める基金。

プログラムの説明プログラム名
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及び助成金総額を乗算し算出した.その算出結果を図-5,

図-6に示す.また,助成プログラムの説明は,表-5に示すと

おりである. 

 図-5の助成プログラム別金額を見ると,寄付者が団体

に一任して寄付を集めるファンド一任型が寄付金総額の

約5割を占めている.これは,他のプログラムに比べて,資

金提供者（寄付者）と事業実施者（NPO等）を繋ぐため

の寄付募集から助成団体選定までの助成プロジェクトに

かかる時間や費用が削減できることが要因として考えら

れる. 

 図-6の事業分野別の助成金額を見ると,「子ども・青

少年」が最も多く,次に,「医療・福祉」が多くなってい

る.この2つの事業分野で助成金額全体の約5割を占めて

いる.これは,他の事業分野に比べて,「子ども・青少

年」や「医療・福祉」に関する分野への社会的な課題が

多様化し,これらの課題に対応するため,NPOの活動も活

性化してきていることが要因として推察できる. 

 

 

6．市民ファンドの運営上の解決したい課題 

 

本章では,市民ファンドを運営していく上での解決し

たい課題を基本的スキームに着目し分析する.使用デー

タは,表-4に示す問1の回答結果を使用する.まず,全体の

課題傾向を把握するため,単純集計及びそれぞれの課題

の平均値の算出を行った.平均値の算出方法は,「当ては

まる,2点」,「少し当てはまる,1点」,「どちらでもな

い,0点」,「あまり当てはまらない,-1点」,「当てはま

らない,-2点」として集計し算出した.その結果を図-7に

示す.平均値が1以上を示している「⑦寄付による財源が

不安定」,「⑨資金調達の人材教育不足」,「③資金調達

のノウハウ不足」は,他の課題よりも平均値が高い傾向

を示している.今後,市民ファンドの機能を果たしていく

ためには,安定的に資金調達をするための「知識」や

「人材」,また,寄付金の確保など組織が継続的に運営す

るための「財源」が,今後の取り組むべき重要な課題と

して示唆される. 

 次に,基本的スキームの特徴の違いによる課題の傾向

を把握する.課題については,図-7の課題の中で平均値が

最も高い「⑦寄付による財源不安定」に着目する.また,

基本的スキームの特徴は,行政からの出損金・負担金の

有無に注目し,「行政から出損金無（タイプ1,3）」,

「行政からの出損金有（タイプ2,4）」の2つのタイプに

分類しクロス集計を行った.その分析結果を図-8に示す.

「行政からの出損金無タイプ1,3」は, 「行政からの出

損金有タイプ2,4」に比べて,「少し当てはまる,当ては

まる」割合が約9割と高い傾向が示された.これは, 「行

政からの出損金無（タイプ1,3」は,寄付や会費による財

源の収益不足を行政からの出損金や負担金から補填でき

ていないことが要因として考えらる. このため,「行政か

ら出損金無（タイプ1,3）」による基本的スキームで運

営している市民ファンドに対して,寄付や会費による財

源を安定的に確保するための方策を検討していく必要が

あると考える. 

 

 

7.おわりに 

 

本研究によって得られた主要な知見と今後の課題を以下

に示す. 

1）市民や企業からの寄付,事業収入によるタイプ1の基

本的スキームが全体の60%以上を占めている.また,寄

付を集める助成プログラムでは,寄付金総額に対して,

ファンド一任型が約5割を占め,助成した団体の事業分

野では,助成金総額に対して,「子ども・青少年」や

「医療・福祉」などで約5割を占めているという運営

実態が明らかとなった. 

2）市民ファンドを運営していく上での解決した課題に
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図-8 行政からの出損金有無と⑦寄付財源の不安定化 
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図-7 課題の単純集計・平均値算出結果 
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ついては,事例分析から整理した課題をアンケート調

査を通じて定量的に検証した.その結果, 「⑦寄付に

よる財源が不安定」,「⑨資金調達の人材教育不足」,

「③資金調達のノウハウ不足」といった課題を解決し

たい傾向が高く,また, 基本的スキームの特徴と「⑦

寄付による財源が不安定」課題との関連性を見ると,

「行政からの出損金無タイプ1,タイプ3」は, 「行政

からの出損金有タイプ2,タイプ4」に比べると, 「⑦

寄付による財源が不安定」課題についての割合が高い

傾向にある.以上の分析を踏まえ,「行政から出損金無

（タイプ1,タイプ3）」の基本的スキームで運営して

いる市民ファンドへの寄付金を含めた資金調達の仕組

みづくりが重要な課題として示唆される. 

 今後は,サンプルデータを蓄積し,市民ファンドの課題 

を体系的に整理するとともに,今後,市民ファンド機能を 

促進するための方策を検討していくことが必要である. 

 

謝辞：本アンケート調査の実施にあたっては，全国の市

民ファンド団体の皆様には，多大なご協力をいただき，

感謝の意を申し上げる. 

 

補注 

（1）アンケート調査での基本的スキームは,タイプ1～タイプ4

に該当しない場合は,タイプ5として直接記入の回答方法と

していたが,タイプ5についての回答はなかったため,タイプ

1～タイプ4を抽出した. 
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